
令和６年度 第１回豊田市環境審議会 次第 

日時 令和６年５月１７日（金） 

午前９時３０分から１１時００分まで 

場所 豊田市役所南庁舎５階 南５１会議室 

１ 委嘱状交付 

２ 市長あいさつ 

３ 委員紹介 

４ 議 題 
（１） 会長及び副会長の選任 

（２） 諮問について 

（３） 環境審議会の運営について（資料１）【報告】 

（４） 現行計画の進捗状況と本市を取り巻く社会環境の変化について（資料２、別紙 1、
別紙 2-1、2-2、2-3）【報告】 

（５） 環境基本計画の改定方針及び環境審議会の進め方について（資料３）【報告】 

５ その他 



令和６ 7 年度豊田市環境審議会 委員名簿（五十音順に掲載）

委員名 フリガナ 所属・出身団体等 役職等 
選任 
区分

赤坂 洋子 ｱｶｻｶ ﾖｳｺ NPO法人とよたエコ人プロジェクト 職員 
関係 
団体等

宇井 妥江 ｳｲ ﾔｽｴ 市民公募 
市民 
公募

梅村 良 ｳﾒﾑﾗ ﾘｮｳ とよたエコライフ倶楽部 
運営 
委員

関係 
団体等

大坪 瑞樹 ｵｵﾂﾎﾞ ﾐｽﾞｷ 豊田市自然観察の森 所長 
関係 
団体等

近藤 元博 ｺﾝﾄﾞｳ ﾓﾄﾋﾛ 愛知工業大学 総合技術研究所  教授 学識 

篠田 陽作 ｼﾉﾀﾞ ﾖｳｻｸ ネイチャークラブ東海 代表 学識 

杉山 範子 ｽｷﾞﾔﾏ ﾉﾘｺ 
東海学園大学 教育学部  

名古屋大学大学院 環境学研究科  
教授 学識 

竹内 徹 ﾀｹｳﾁ ﾄｵﾙ 市民公募
市民 
公募

谷口 功 ﾀﾆｸﾞﾁ ｲｻｵ 椙山女学園大学 情報社会学部 教授 学識 

千頭 聡 ﾁｶﾐ ｻﾄｼ 日本福祉大学 国際福祉開発学部  教授 学識

長谷川 陽一 ﾊｾｶﾞﾜ ﾖｳｲﾁ あいち豊田農業協同組合 常務理事 
関係 
団体等

前田 洋枝 ﾏｴﾀﾞ ﾋﾛｴ 南山大学 総合政策学部 教授 学識 

増田 理子 ﾏｽﾀﾞ ﾐﾁｺ 名古屋工業大学 社会工学専攻 教授 学識 

森下 幸信 ﾓﾘｼﾀ ﾕｷﾉﾌﾞ 中部電力パワーグリッド株式会社 豊田支社 支社長 
関係 
団体等

渡部 教行 ﾜﾀﾅﾍﾞ ﾉﾘﾕｷ 豊田市自然愛護協会 会長 
関係 
団体等

豊田市区長会からの選任者（５月中旬頃に選任予定）
関係 
団体等

計１６名 
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環境審議会の運営について 

１ 設置根拠 

  豊田市環境基本条例 第２２条 

２ 審議会の所掌事務 

  市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

  （１）環境基本計画に関すること。 

  （２）廃棄物の処理及び清掃に関すること。 

  （３）前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する基本的事項 

【今期の環境審議会における主な審議事項】 

・ 豊田市環境基本計画（平成３０年 3月策定）の改定に関すること。 

・ 豊田市地球温暖化防止行動計画（平成３０年３月策定）の改定に関すること。

・ 豊田市一般廃棄物処理基本計画（平成３０年３月策定）の改定に関すること。

３ 会議の招集 

・ 会長が招集 

・ 委員の半数以上の出席をもって成立 

４ 審議会の運営 

（１）会議の公開 

・ 原則公開 

・ 公開することにより、公正又は円滑な会議の運営が阻害され、会議の目的が達成で

きなくなると認められる可能性がある場合などは、審議会において公開、非公開を

決定 

（２）会議録の公開 

・ 委員名なしの要約表記とし、原則公開 

・ 公開に当たっては、会議録が作成された段階で各委員から確認をとる。 

（３）会議資料の公開 

資料１ 
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・ 原則公開 

・ 委員名簿については、名前、所属、役職は公開 

・ 公開することにより支障が出るおそれのある場合は、審議会において公開、非公開

を決定 

（４）部会の開催 

  ・必要に応じて、部会を開催し、少人数で議論を行った後に、全体会議に諮る。 

５ 運営の適正化 

  効率的かつ効果的な会議を開催するため、各委員には、会議を開催するおおむね１か

月前には、次に掲げる事項について通知するほか、開催日のおおむね１週間前には関係

資料を提供する。 

  ①会議の開催日時、②開催場所、③議題、④そのほか必要と認められる事項 

６ その他会議のルール 

・ 時間はおおむね２時間程度（検討内容によっては、短縮又は超過する場合あり） 

・ 会議において発言する場合は、（挙手の上）議長が指名した場合に発言する。 

・ 会議時間の制約上、発言は要旨をまとめ、簡潔にするように努める。 

・ 発言時間を十分に確保するため、事務局は事前に資料を提供するとともに、簡潔に

説明するように努める。 
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ｖ 

１ 環境基本計画について 
● 現 の環境基本計画は、平成 30年 3月に策定。計画期間は平成30 年度から令和 7年度まで。 
● 中間 直しとして、「脱炭素社会」、「自然共生社会」、「循環型社会」の 3 つの社会像の実現に向け、
特に課題の緊急性・重要性が高く後期4年間で優先的に取り上げるべき施策・事業について、「重点施
策」として設定している。 

【中間 直しのポイント】

現 計画の進捗状況と本市を取り巻く社会環境の変化について

第８次環境基本計画体系図（中間 直し後）

社
会
・
分
野
別
の
施
策
展
開

つながる つくる 暮らし楽しむまち・とよた 将来都市像 

基本理念 

豊田市環境基本計画

私たちは、「WE LOVE とよた」を合言葉に、“豊かな自然の恵み”と“先進的な技術”
を活かして、将来にわたって環境にやさしく、多様で豊かな豊田市をつくります。 

１. 市民一人ひとりが高い意識を持ち、行動します。 
２. 市民・事業者・行政が共働して、更に大きな行動につなげます。 
３. 意識せずとも、環境にやさしい行動が選択される仕組みづくりを進めます。 

脱炭素社会 

自然共生社会 

循環型社会 

安全・安心社会 

市民の環境行動力の向上と共働の分野 

資料２ 
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【主な重点施策】 

・エネルギーの地産地消の仕組みづくり ・街区・住宅等のスマート化 
・次世代型脱炭素交通システムの導入 ・健全な人工林づくりの推進 
・気候変動適応策の推進

脱炭素社会 

自然共生社会 

安全・安心社会 

循環型社会 

市民の環境行動力

の向上と共働の分

野 

・環境教育・環境学習の充実  
・自然環境調査の充実 
・生物多様性保全に係る企業の理解・活動の促進

・家庭系廃棄物の減量 
・事業系一般廃棄物の減量 

・良好な生活環境の形成 
・気候変動適応策の推進

・環境行動を促す支援 
・環境行動を促す仕組みづくり
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２ 環境基本計画施策の取組状況 
（１）まちの状態指標 

指標名 基準値（把握年
度）

目指す
方向 現状値 (把握年度) 評価 

脱
炭
素

再生可能エネルギー導入率 24％ 
（2016 年度） ↑ 28.6％  

（2022 年度） 〇 

市内の CO 排出量※ 343 万 t-CO2 
（2014 年度） ↓ 272 万 t-CO 

 （2020 年度） 〇 

森林による CO 吸収量 14.6 万 t-CO2 
（2014 年度） ↑  15.6 万 t-CO 

（2020 年度） 〇 

「気候変動への適応」の言葉
を知っていて、積極的に取組
を行っている市民の割合（※
令和 4年度から変更）

23.1％ 
（2016 年度） ↑ 26.0％  

（2020 年度） 〇 

「地球温暖化対策に取り組む
まち」として満足している市
民の割合

38.2％ 
（2016 年度） ↑ 22.9％  

（2019 年度） ▲ 

自
然
共
生

「自然とふれあえる場の多
さ」として満足している市民
の割合

44.4% 
（2016 年） ↑ 53.6%  

（2020 年度） 〇 

生物多様性を理解している市
民の割合 

30.1% 
（2016 年） ↑ 35.0%  

（2020 年度） 〇 

①希少野生動植物種、②特定
外来生物が豊田市にも生息・
生育していることを知ってい
る市民の割合

①35.5％ 
②68.4％ 
（2016 年） 

↑ 

①38.6％（2020
年度） 

②74.0％（2020
年度）

〇 

生物多様性を保全する活動・
イベントに参加したことがあ
る市民の割合

13.2% 
（2016 年） ↑ 10.2% 

（2020 年） ▲ 

市内で確認された希少種の種
数 

413 種 
（2015 年） → 536 種 

（2022 年） 〇 

健全化に向かっている人工林
の割合

57% 
（2015 年） ↑ 79.0%  

（2022 年度） 〇 

「公園や緑地が身近にあるま
ち」として満足している市民
の割合

55.3％ 
（2016 年） ↑ 56.9％ 

（2020 年） 〇 

 生物多様性保全活動に取り
組む企業の割合 

15.1% 
（2016 年） ↑ 14.6% 

（2020 年度） ▲ 
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循
環
型
社
会

市民一人当たりのごみの排出
量 

544ｇ 
（2015 年度） ↓ 539ｇ  

（2022 年度） 〇 

事業系可燃ごみの排出量 35,723t 
（2015 年度） ↓ 38,245ｔ  

（2022 年度） ▲ 

廃棄物の不適正処理現場の数 129か所 
（2015 年度） ↓ 110 か所  

（2022 年度） 〇 

最終処分場の容量確保 54,624  
（2015 年度） ↑ 47,632ｍ3

（2022 年度） ▲ 

施設の稼働率 60％以上 
（2015 年度） → 66％  

（2022 年度） 〇 

安
全
安
心

周辺環境への満足度（全体） 44.9% 
（2016 年） ↑ 66.6%  

（2020 年度） 〇 

「気候変動への適応」の言葉
を知っていて、積極的に取組
を行っている市民の割合（※
令和 4年度から変更）

23.1％ 
（2016 年度）  ↑ 26.0％  

（2020 年度） 〇 

環
境
行
動
力
と
共
働

「市民や企業が環境に配慮し
ているまち」として満足して
いる市民の割合

55.0％ 
（2016 年） ↑ 48.6％ 

 （2019 年度） ▲ 

環境配慮行動を実践している
市民の割合 

65.6% 
（2016 年） ↑ 76.3%  

（2020 年度） 〇 

環境に関連する取組を行って
いる事業所の割合 

35.5% 
（2016 年） ↑ 30.6%  

（2020 年度） ▲ 

豊田市や住んでいる地域に対
して愛着を感じている市民の
割合

76.7% 
（2016 年） ↑ 79.6%  

（2019 年度） 〇 
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（２）成果指標（重点施策の状況） 

重点施策に係る指標 
環境基本計画掲載目標値等 

把握年度 
（計画策定時） 

中間目標 
最新値 

（2022 年度実績） 
最終目標 

脱
炭
素 

再生可能エネルギーの総発
電量（市導 ・関与分）

104,333kW 
（2019 年度） 

- 116,419 kW 119,500kW 

スマートハウス 援件数（累
計）新築及び既築 

165 件 
（2016 年度） 

665 件 1,518件 2,000 件 

スマートハウス支援件数のう
ち、新築 ZEH（スマートゼロ

ハウス）※累計 

66 件 
（2020 年度） 

- 155 件 280 件 

新 販売台数に占める次世
代 動 の割合

39% - 40.90% 50% 

  林の間伐実施 積(年
間) 

※公有林等を除く 
830ha 1,200ha 879ha 1,200ha 

適応策推進事業への延べ参
加者数（累計） 

83 人 
（2021 年度） 

- 352 人 1,200 人 

自
然
共
生 

環境学習施設を利 した 
学 の 物多様性の理解

度 

98.9％（2018
年度） 80% 92.8% 80% 

サイエンスミュージアムネットに
登録された標本の数（累

計） 

14,970 件 
（2016 年） 

30,000 件 27,490 件 40,000 件 

自然共生に関する企業と地
域・市 活動団体とのマッチ
ング件数（累計） 

年間 4件 
（2020 年度） 

2 件 6 件 年間 5件 

循
環
型
社
会 

市   当たりのごみの排
出量（家庭系ごみ＋資源

回収量） 
672ｇ 664ｇ 638g  660ｇ 

市   当たりのごみの排
出量 

（家庭系ごみ） 
544ｇ 530ｇ 539g 520ｇ 

市   当たりのごみの排
出量 

（家庭系ごみ（燃やすご
み）） 

505ｇ 493ｇ 502g  485ｇ 

最終処分量（直接埋 
量） 

1,574ｔ 
（2015 年度） 

1,563ｔ 1,477t  1527ｔ 

事業系可燃ごみ排出量 35,723ｔ 35,289ｔ 38,245t 35,000ｔ 

安
心
安
全 

不良な 活環境の解消率 48% 50% 86% 50% 
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環
境
行
動
力
と
共
働

環境学習施設 eco-T にお
けるインタープリター登録数
（積木キャラバン隊含む） 

108 人 
（2020 年度） 

100 人体制
を維持 

92 
インプリ 69 
キャラバン 23 

100 人体制を
維持 

とよた SDGs ポイント新規加
入者数（加入者数） 

- 
毎年度 

500 人以上 
毎年度 

500 人以上 
817 

協定協議会WEB サイト閲
覧者数（4年間累計） 

- - 5,121 人 
10,000 人 
（2021-
2024 年度）

（３）施策の状況（2022 年度評価時） 
分野 施策の状況 

脱炭素社会 
全 13 施策中、【順調】12、【評価困難】1※ 
※「環境にやさしい交通への転換」の施策で、新型コロナウイルス感染症の
影響を受けて公共交通機関の利用状況が以前に戻らないため

自然共生社会 

全 13 施策中、【順調】6、【遅れ】3※1、【評価困難】4※2 
※1【遅れ】のうち「市街地の緑地創出」と「水循環の推進」は指標となる補助事業実
績件数が目標に到達していないため 

※2【評価困難】の４施策は、新型コロナウイルス感染症の影響で自然観察会
等の講座の中止や定員を削減したため

循環型社会 

全 11 施策中、【順調】9、【遅れ】2※ 
※「事業系一般廃棄物の減量」と「事業系一般廃棄物の再使用・再生利
用」という施策であり、事業系可燃ごみ排出量が指標策定時より増加し
ているため

安心・安全社会 11 の施策すべて順調 
市 の環境 動 の
向上と共働の分野 

10 の施策はすべて順調 

３ 本市を取り巻く社会環境の変化 
（１）国の次期環境基本計画（第６次）の策定方針等 
   別紙１「第６次環境基本計画」参照 

（２）本市の次期総合計画（第９次）の策定方針等 
   別紙２「第９次豊田市総合計画」参照 
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環境基本計画の改定方針及び環境審議会の進め方について（案） 

１ 環境基本計画改定の趣旨 
  ○現在、第８次総合計画（平成２９ 令和６年度）を推進する中、今後の社会経済環境

の大きな変化や、直面する都市の課題に対応したまちづくりを進めるため、第９次総
合計画（令和７年度 ）を策定中である。 

  ○一方で、現行の環境基本計画（平成３０ 令和７年度）を策定以降、環境分野に関す
る国の動向や市の政策についても大きな変化が生じているため、総合計画の方向性を
踏まえ、総合計画から１年遅れで、環境基本計画改定をする。 

２ 計画改定に当たっての基本的な考え方 
（１）環境基本計画の目的 

豊田市環境基本計画は、「豊田市環境基本条例」が目指す「持続的な発展が可能な社
会」の実現に向けて、環境の保全及び創造に関する目標や施策の基本的方向を示し、こ
れらを総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（２）環境基本計画の役割 
   豊田市環境基本計画は、市政経営の基本である「豊田市総合計画」における環境部門
の総合計画として位置づけられ、環境分野に関連する各種計画及び施策を立案する上で
基本となる計画である。このことを踏まえ、以下の役割として改定を行う。 
○第９次総合計画の方向性を踏まえた豊田市の環境政策の柱を示し、大綱が凝縮され
たコンパクトな計画とする。 

   ○具体・詳細施策は、別冊により取りまとめるとともに、「地球温暖化防止行動計画」
「一般廃棄物処理基本計画」などの実行計画に落とし込む。 

（３）長期展望に基づいた計画 
   ○第 9 次総合計画で位置づける２０５０年の豊田市の目指すべき姿や国の目標等、

長期展望を見据えた計画とする。 

資料３ 
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３ 計画の期間と構成 
（１）計画期間 

○長期展望における豊田市の環境政策の目指すべき姿を明確にし、バックキャスト型
で、計画的な環境政策の方向性を整理する。 
○第９次豊田市総合計画の計画期間を踏まえ、１年遅れの令和 8 年度（２０２６年
度）から令和１７年度（２０３５年度）までの１０年間とする。 
○計画期間１０年間のうち、前期５年、後期５年とし、社会経済情勢の変化にも機動
的かつ柔軟に対応できる計画とする。 

（２）計画の構成 
○計画の柱は、現行計画を踏まえ、「脱炭素社会」「自然共生社会」「循環型社会」「安
全・安心社会」「市民の環境行動力の向上と共働の分野」を念頭に、本日のご議論や
今後実施するアンケート、ワークショップを踏まえて構成を協議する。 
○計画の核となる基本理念、基本方針、施策の柱と状態指標の構成イメージは、下図
のとおりとする。 

   ○個別事業やその目標値については別冊としてとりまとめ、年度ごとの進捗管理や中
間評価に活用する。 



3 

４ 改定体制 
改定に当たっては、豊田市環境審議会に諮問するとともに、アンケート、ワークショッ
プ及びパブリックコメントにより、市民及び事業者の意見を反映する。 

５ 改定スケジュール 
令和６年度（２０２４年度） 令和７年度（２０２５年度）の２か年で改定を行う。 

令和６年度 令和７年度（予定）
4 5 6 7 8 9 1

0

1

1

1

2

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1

0

1

1

1

2

1 2 3

環境基本計画等

の策定・調整 

パブリックコメ

ントの実施 

市議会への上程 ●

印刷・製本 

環境審議会  ●   ●       ●  ● ● ●

専門部会（3 部

会） 

庁内検討部会 

市民ワークショップ

アンケート調査 

委託契約 

作業項目 

年度 

素案提出 

最
終
報
告

中
間
報
告

諮問 答申 

必要に応じて部会を実施 
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６ 審議会・専門部会の役割 
（１）環境審議会（全体会） 

・環境基本計画の改定に関する審議 
・地球温暖化防止行動計画及び一般廃棄物処理基本計画の改定に関する審議 

（２）専門部会（３部会） 
「脱炭素部会」「自然共生部会」「循環型部会」の３つの専門部会を設置し、以下の事
項について少人数で集中的に議論を行い、審議結果を全体会に諮る。 
・環境基本計画の改定について、「脱炭素部会」「自然共生部会」「循環型部会」に関
する具体的な審議 
・地球温暖化防止行動計画及び一般廃棄物処理基本計画の改定に関する具体的な審議 

７ 専門部会の構成員（案） 
  次頁のとおり 

８ 令和６年度の開催スケジュール（予定） 
（１）環境審議会（全体会／年４回程度） 
① ５月１７日 環境基本計画の改定に係る諮問、改定方針の審議 
② ８月 ２日 現行施策進捗評価、ワークショップ、アンケート内容の審議など 
③ 3 月頃   改定計画の素案の審議                 など 
※答申は、令和７年９月頃を予定 

（２）専門部会（３部会／年 2回程度） 
各審議会前に必要に応じて開催（※部会ごとに開催前に日程調整） 

① 脱炭素社会部会 
 ・環境基本計画の「脱炭素分野」に関する審議 

 ・地球温暖化防止行動計画の改定に関する審議 

③ 循環型社会部会 
 ・環境基本計画の「循環型分野」に関する審議 

・一般廃棄物処理基本計画の改定に関する審議

② 自然共生社会部会 
 ・環境基本計画の「自然共生分野」に関する審議

◆ 環境基本計画の各分

野に関する審議 

◆ 個別計画の改定に関

する審議 

環境審議会 

専門部会 

◆ 環境基本計画の改定に関する審議 
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専門部会の構成員（案） 

専門
部会

役職 氏名 ふりがな 所属等

会長 千頭　聡 ちかみ　さとし 日本福祉大学　国際福祉開発学部 学識

自
然
共

生 副会長 渡部　教行 わたなべ　のりゆき 豊田市自然愛護協会
関係
団体等

部会長 杉山　範子 すぎやま　のりこ
東海学園大学　教育学部
名古屋大学大学院　環境学研究科

学識

赤坂　洋子 あかさか　ようこ NPO法人とよたエコ人プロジェクト
関係
団体等

宇井　妥江 うい　やすえ 市民公募
市民
公募

近藤　元博 こんどう　もとひろ 愛知工業大学　総合技術研究所 学識

森下　幸信 もりした　ゆきのぶ 中部電力パワーグリッド株式会社 豊田支社
関係
団体等

部会長 増田　理子 ますだ　みちこ 名古屋工業大学　社会工学専攻 学識

大坪　瑞樹 おおつぼ　みずき 豊田市自然観察の森
関係
団体等

篠田　陽作 しのだ　ようさく ネイチャークラブ東海 学識

部会長 谷口　功 たにぐち　いさお 椙山女学園大学　情報社会学部 学識

梅村　良 うめむら　りょう とよたエコライフ倶楽部
関係
団体等

竹内　徹 たけうち　とおる 市民公募
市民
公募

長谷川　陽一 はせがわ　よういち あいち豊田農業協同組合
関係
団体等

前田　洋枝 まえだ　ひろえ 南山大学総合政策学部　総合政策学科 学識

選任中 豊田市区長会
関係
団体等

（下線は令和6年度新任、部会ごと五十音順） 計16名　

令和６年度　豊田市環境審議会　委員名簿

脱
炭
素
社
会

自
然
共
生
社
会

循
環
型
社
会



　別紙1　
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